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(57)【要約】
熱電併給（ＣＨＰ）工場の形の発電所をデータセンタと
共同設置して冗長な電力を提供する。ＣＨＰ工場および
データセンタは地元の電力グリッドから分離した島とし
て運転してよい。ＣＨＰ工場は冗長な燃料源接続を有す
ることによりＣＨＰの燃料の中断を減らし、データセン
タの使用可能時間を増やす。ＣＨＰ工場はタービンおよ
びエンジンを含み、データセンタ内の変化する負荷を管
理してよい。発電所は可用性の高い構成の多重配電バス
を含み、高信頼度かつ高品質の電力をデータセンタに与
えてよい。発電所設計においてかかる要素を配置するこ
とにより、規模の経済を実現し、データセンタ構成で一
般に見られる１点の故障をなくし、データセンタの信頼
性を高めることができる。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　装置であって、
　冗長な電力源を有する発電所と、
　前記発電所に結合するデータセンタと
を含み、
　前記データセンタは前記発電所と共同設置される、
装置。
【請求項２】
　前記発電所は熱電併給（ＣＨＰ）工場を含む、請求項１記載の装置。
【請求項３】
　前記ＣＨＰ工場の冗長な電源は第１の天然ガス基地への第１の接続と第２天然ガス基地
への第２の接続とを含み、前記第１の天然ガス基地と前記第２天然ガス基地は異なる天然
ガス基地である、請求項２記載の装置。
【請求項４】
　前記冗長な電源は冗長な構成に構成された複数の天然ガスタービンを含む、請求項２記
載の装置。
【請求項５】
　前記冗長な電力源は複数の天然ガスエンジンを更に含む、請求項４記載の装置。
【請求項６】
　前記天然ガスエンジンは、前記データセンタの負荷が急激に変化するとき前記データセ
ンタに電力を与えるよう構成される、請求項５記載の装置。
【請求項７】
　前記データセンタは少なくとも２つの冗長な冷水接続を通して前記ＣＨＰ工場から冷水
を受けるよう構成される、請求項２記載の装置。
【請求項８】
　前記発電所に結合する地元の電力グリッドへの接続を更に含み、前記発電所は過剰に生
成した電力を前記地元の電力グリッドに与えるよう構成される、請求項１記載の装置。
【請求項９】
　前記発電所に結合する電力グリッドへの接続を更に含み、前記発電所は過剰に生成した
電力を前記地元の電力グリッドに接続していない需要者に与えるよう構成される、請求項
１記載の装置。
【請求項１０】
　前記ＣＨＰ工場に結合する熱水と蒸気システムの少なくとも一方への接続を更に含み、
前記ＣＨＰ工場は過剰の熱水と過剰の蒸気の少なくとも一方を前記接続に与えるよう構成
される、請求項２記載の装置。
【請求項１１】
　前記データセンタは複数のモジュールを含み、前記複数のモジュールの各モジュールは
複数のポッドを含む、請求項１記載の装置。
【請求項１２】
　前記複数のポッドの各ポッドは情報技術（ＩＴ)設備を含み、前記複数のポッドの各ポ
ッドは前記発電所の第１の電気サービスバスと、別の第２の電気サービスバスとに結合す
る、請求項１１記載の装置。
【請求項１３】
　前記ＩＴ設備はネットワーク設備、記憶ノード、およびサーバの少なくとも１つを含む
、請求項１２記載の装置。
【請求項１４】
　前記データセンタは冗長な発電設備を含まない、請求項１記載の装置。
【請求項１５】
　前記データセンタは、無停電電源（ＵＰＳ）設備、配電ユニット（ＰＤＵ）、遠隔電力
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パネル（ＲＰＰ）、またはディーゼル発電機を含まない、請求項１記載の装置。
【請求項１６】
　方法であって、
　第１の燃料源を受け、
　前記第１の燃料源とは異なる第２の燃料源を受け、
　データセンタと共同設置された工場内で前記前記第１の燃料源と前記第２の燃料源の少
なくとも一方から発電し、
　電力を前記データセンタに与える、
方法。
【請求項１７】
　前記第１の燃料源は天然ガスであり、前記第２の燃料源は天然ガスである、請求項１６
記載の方法。
【請求項１８】
　前記第１の燃料源は第１の天然ガス基地から受け、また前記第２の燃料源は前記第１の
天然ガス基地とは異なる第２の天然ガス基地から受ける、請求項１７記載の方法。
【請求項１９】
　前記データセンタと共同設置された工場内で熱を生成することを更に含む、請求項１６
記載の方法。
【請求項２０】
　蒸気の形の熱を前記ＣＨＰ工場と共同設置された前記データセンタに与えることを更に
含む、請求項１９記載の方法。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
（関連出願の相互参照）
　本出願は、２０１２年６月４日出願の米国暫定特許出願第６１／６５５，２０５号、「
ＣＯＭＢＩＮＡＴＩＯＮ　ＨＩＧＨ　ＡＶＡＩＬＡＢＩＬＩＴＹ　ＣＨＰ　ＡＮＤ　ＨＩ
ＧＨ　ＤＥＮＳＩＴＹ　ＤＡＴＡ　ＣＥＮＴＥＲ」への優先権の利益を請求し、その全体
をここに援用する。
【０００２】
　本開示は電源に関する。より特定すると、本開示はデータセンタ用の冗長かつ高信頼性
の電源に関する。
【背景技術】
【０００３】
　データセンタは、サーバやデータ記憶装置やネットワーク設備などの大量の情報技術（
ＩＴ）設備を収める。この設備は６．４５ｋＷ／ｍ２（６００Ｗ／ｆｔ２（ＳＦ））を越
える電力を消費する能力を有する。ＩＴ設備が占める土地の面積を減らすため、多数の設
備の設置面積を小さく圧縮することができるラックまたは容器内にこの設備を収める。し
かし現在のデータセンタの密度（例えば、ＩＴ設備の詰め込み度合い）は、ＩＴ設備とＩ
Ｔ設備の電気機械的冷却の両方を支援する十分な、冗長な、信頼できる、公共電力の可用
性によって制限される。したがって、一般にデータセンタの容量は地元の電力グリッド（
ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌ－ｕｔｉｌｉｔｙ　ｇｒｉｄ）が提供することができる電力量によ
り制限される。
【０００４】
　需要の多い地域および都会の環境では、電力の限界は２０から２５メガボルト・アンペ
ア（ＭＶＡ）の範囲であろう。しかし、多くの高密度のデータセンタは１８０ＭＶＡ以上
の電力負荷を有する。多くの地域で、公共の電力グリッドはこれだけの量の電力を供給す
ることはできない。更に、今や多くの会社やインターネットサービスプロバイダ（ＩＳＰ
）の神経の塊となったデータセンタは重要な要素であって、データセンタの停電を防ぐた
めに高品質の電力と冗長性とを持たなければならない。したがって、公共の電力グリッド
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が十分な電力を供給することができる場合でも、必要な電力の質と冗長性を与えるのに必
要な物理的空間の大きさは、物理的なサイズとコストの両面において極めて大きくかつ耐
え難くなっている。
【０００５】
　図１は従来のデータセンタの電力設備を示すブロック図である。データセンタ１００は
地元の電力グリッドへの接続１０２および１０４を含んでよい。電力サービスは接続１０
２および１０４から変電所１０６および１０８にそれぞれ与えられる。変電所１０６よび
１０８からの電力は、通常の運転状態では情報技術（ＩＴ）設備に同時に与えられる。Ｉ
Ｔ設備への通常の電力の流れは、変電所１０６および１０８からそれぞれＵＰＳ１１４お
よび１１６を通り、更にＰＤＵ１１８および１２０を通り、遠隔電力パネル（ＲＰＰ）に
至る。公共の電力が停止すると、発電機１１０および１１２が起動してＩＴ設備に電力を
供給し、データセンタ内の停電を防ぐ。発電機１１０および１１２は起動時間が必要なた
めに、無停電電源（ＵＰＳ）１１４および１１６がＩＴ設備と発電機１１０および１１２
との間にインライン接続されている。ＵＰＳ１１４および１１６は電池を含み、電気接続
１０２および１０４が停止すると瞬時電力を供給する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】米国暫定特許出願第６１／６５５，２０５号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかし、電池および支援設備の容量は、ＩＴ設備の量とＩＴ設備の負荷に比例して増加
する。例えば、データセンタ１００は、公共の電力が停止したときの切替えを支援するた
めに、発電機１１０および１１２に結合する並列ギアも含まなければならない。更に、Ｕ
ＰＳ１１４および１１６の故障中の切替えを支援するために、ＵＰＳ１１４および１１６
に結合するスイッチ１１４Ａおよび１１６Ａがそれぞれ必要である。大規模で高密度のデ
ータセンタを建設するとき電池および支援設備が占める土地は膨大である。更に、発電機
１１０および１１２の数およびサイズはＩＴ設備の電気および冷却の負荷と共に増えるた
め、高密度のデータセンタを開発するのは難しい。なぜなら、空気の許容度と空間の必要
量は発電機の数およびサイズと共に大きくなるからである。最後に、公共の電力サービス
１０２および１０４と現地の発電機１１０および１１２を信頼するには、ＩＴ設備への電
力を調整し分配するための複雑な電力調整システム、無停電電源（ＵＰＳ)１１４および
１１６、および配電ユニット（ＰＤＵ）１１８および１２０が必要である。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　データセンタに高信頼性の発電所（熱電併給（ＣＨＰ）工場設備で構成してよい）から
給電することにより、データセンタが主電源または三次電源として公共の電力グリッドに
依存しないようにしてよい。ＣＨＰからの電力および冷却の分配は二重出力路構成にして
、データセンタに供給する電力および冷却に冗長性を与えてよい。１つの実施の形態では
、データセンタをモジュールに分割し、モジュールを更にポッドに分割することにより、
電力および冷却の分配システムを分割して冗長性および可用性を与えてよい。１つの実施
の形態では、ＣＨＰプラントはデータセンタと共同設置してよい。
【０００９】
　発電所は発電からの廃熱を他のプロセスへの出力として用いることにより燃料源の発電
効率を高めてよい。これは燃料源の英熱単位（ＢＴＵ）当たりの効率を高める。多重型の
多重エンジンを発電所内で構成することにより、保全作業中に可用性および冗長性に影響
を与えることなく、発電所の構成要素を同時に保全できるようにしてよい。１つの実施の
形態では、発電所は冗長な燃料源の接続を有することにより、データセンタへの電力およ
び冷却の可用性を下げるような発電所の単一故障点をなくすようにしてよい。エンジンは
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分割されたバスに接続してよい。バスは、過渡的サージ抑制と停電保護のための冗長バス
と、冗長性および多様性のための多重配電脚として構成してよい。
【００１０】
　現地発電は高いレベルの高品質の電力をデータセンタに与えてよい。現地発電が公共の
電力より優れている点は、例えば、データセンタ内の電力調整設備およびシステムが減り
またはなくなること、データセンタのバックアップ電力としてバックアップ用の全てのデ
ィーゼル発電機および重油貯蔵が減りまたはなくなること、中断または途中短絡をする架
空線がないため電力の質が向上すること、電力の質に影響を与える他の顧客がいないため
に電圧降下や高調波や力率補正の要求が減ること、ピークの需要期中の電力グリッドスト
レスによる電圧低下または停電が減ること、公共の電力グリッドの送電および配電の損失
が減ること、および/または電気負荷が石炭ではなくて天然ガスにより生成されるために
全環境放出物が減ることなどであり、またこの発電所は一般的な送電および配電の損失（
１５％から２０％と推定される）を補うための追加の発電を行う必要がなく、また冷却負
荷は電動モータではなく放熱流により生成されるので必要な全電力が少なくなる。天然ガ
ス発電所の全効率は７５％以上であるが、化石燃料発電所の効率は約３０％に過ぎない。
ここでは天然ガス発電所を挙げたが、現地発電所では他の燃料源を用いてよい。
【００１１】
　発電所とデータセンタとを共同設置すると、発電所から現地までのエネルギー損失が減
りまたはなくなるであろう。発電所を共同設置すると、地元の電力グリッドの一般的な送
電および配電の損失が減りまたはなくなるため、発電に必要な主エネルギーの量が大幅に
節約になる。
【００１２】
　或る実施の形態では、発電所は余分な電力を作り、これを地元の電力グリッドまたは他
の需要者（ｏｆｆ－ｔａｋｅｒ）に売ってよい。１つの実施の形態では、地元の電力グリ
ッドと同期する機能によりシステム電力安定性を更に高めてよい。電力の流れを制御して
、データセンタの要求と電力グリッドの間の効率を高めてよい。ＩＴ設備による安定な機
械的および電気的負荷を用いることにより、特殊なアルゴリズムにより制御を最適化して
、データセンタの全運転範囲にわたって電力および冷水（または蒸気）の生産を最大にす
ることができる。例えば、暑い日には蒸気より冷水を生産することが多い。別の例では、
電気負荷要求が高くて冷水負荷が低い場合は、追加の電力は蒸気駆動の発電機で生成して
よい。電力の要求に比べて冷水負荷が高いときは、蒸気を転用して追加の冷却を行ってよ
い。冷却工場は主として非潜熱負荷（ｎｏｎ-ｌａｔｅｎｔ　ｌｏａｄ）を冷却するのに
用いてよいので、冷水の温度は発電所の最大効率および最適バランスを与えるように調整
してよい。
【００１３】
　冗長に構成した発電所を持つ実施の形態では、発電所はＮ＋ｙ構成で構成してよい。た
だし、Ｎは主ユニットの数、ｙは冗長ユニットの数である。ｙ個の冗長ユニットは、いず
れかの主ユニットに損失が発生したときに予備機能を与えるように運転してよい。またｙ
個の冗長ユニットは、グリッドまたは地元の需要者に提供するための追加の発電を行って
よい。過剰の電気エネルギーを生成するときは、原動機の排気からの熱を蒸気に変換し、
これを用いて発電容量を増やしまた運転効率を高めてよい。
【００１４】
　データセンタと共同設置された発電所は孤立した（ｉｓｌａｎｄｅｄ）運転モードで運
転するよう構成してよい。この場合、発電所は種々の発電構成要素および過渡的負荷の吸
収構成要素を用いることにより必要な電力の質を維持してよい。この構成では、発電所を
電力グリッドから切り離して、中断のない電力および冷却をデータセンタに連続的に提供
してよい。更に、発電所のタービンやエンジンからの廃熱は吸収冷却機を用いて回収して
冷水を作り、電動冷却機を用いないことにより、システムが必要とする全発電量を更に減
らしてよい。
【００１５】
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　専用の発電所および冷水工場を用いることにより、電力可用性が不十分および／または
費用がかかりすぎるために現在は不可能または困難とされる場所に、データセンタを建設
することができる。
【００１６】
　１つの実施の形態では、或る装置は、冗長な電源を有しおよび／または冗長な発電を行
う熱電併給（ＣＨＰ）工場を含んでよい。例えば、ＣＨＰ工場は二重の異なる天然ガス入
力を有してよい。別の例では、ＣＨＰ工場は発電のための冗長なエンジンおよびタービン
を有してよい。ＣＨＰ工場の入口またはＣＨＰ工場内の冗長な電源は、ＣＨＰ工場内で１
点故障が起こる可能性を減らす。この装置は発電所に結合するデータセンタも含んでよい
。データセンタは同じ敷地に発電所と共同設置してよい。
【００１７】
　別の実施の形態では、或る方法は第１の燃料源を受けることを含んでよい。この方法は
、第１の燃料源とは異なる第２の燃料源を受けることも含んでよい。この方法は更に、デ
ータセンタと共同設置された工場内で第１の燃料源と第２の燃料源の少なくとも一方から
発電することを含んでよい。この方法は電力をデータセンタに与えることも含んでよい。
【００１８】
　以上で、これから述べる詳細な説明を理解しやすくするために、本開示の実施の形態の
いくつかの特徴と技術的利点をかなり広く概説した。クレームの主題を形成する更なる特
徴および利点については後で説明する。ここに開示する特定の実施の形態は、同じまたは
同様の目的を実現するために修正しまたは他の構造を設計する際の基礎として直ちに用い
てよいことを当業者は認識すべきである。また、かかる同等の構造は、添付のクレームに
示されている開示の精神および範囲から逸れないことを理解すべきである。その構成にお
いても運転方法においても特徴的であると考えられる新規な特徴は、更なる目的および利
点と共に、以下の説明を添付の図面に関して考察すれば更によく理解することができる。
しかし、各図面は図示および説明のために提供するものであって、本開示の限界を定義す
るものではないことを特に理解していただきたい。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
　ここに開示するシステムおよび方法を完全に理解するために、添付の図面と関連して以
下の説明を参照していただきたい。
【図１】従来のデータセンタの電力設備を示すブロック図である。
【図２】本開示の１つの実施の形態に係る、データセンタと熱電併給（ＣＨＰ）工場とを
共同設置したシステムを示すブロック図である。
【図３】本開示の１つの実施の形態に係る、データセンタと熱電併給（ＣＨＰ）工場とを
共同設置したシステム内の接続を示すブロック図である。
【図４】本開示の１つの実施の形態に係る、冗長に発電するＮ個の天然ガスタービンとＭ
個のエンジンとの構成を示すブロック図である。
【図５】本開示の１つの実施の形態に係る、データセンタのモジュールの冷却を示すブロ
ック図である。
【図６】本開示の１つの実施の形態に係る、各ポッド内の配電を示すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　熱電併給（ＣＨＰ）工場は電気サービスと機械サービスを共に含んでよい。フル操業で
は、データセンタの発電負荷と電気冷却負荷の要求はＣＨＰ工場の電気サービスと機械サ
ービスに対してバランスして、全発電所効率は７５％になってよい。この高い効率は、例
えば、タービンおよびエンジン発電設備からの排気流に選択的に熱回収設備を用いること
により達成してよい。
【００２１】
　図２は、本開示の１つの実施の形態に係る、データセンタと熱電併給（ＣＨＰ）工場と
を共同設置したシステムを示すブロック図である。発電所３０２とデータセンタ３１２と
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を共同設置したシステム２００では、データセンタ３０２は２つの独立した電気サービス
バス３０６Ａおよび３０６Ｂを提供してよい。電気サービスバス３０６Ａおよび３０６Ｂ
は変電所２０４Ａおよび２０４Ｂにそれぞれ結合してよい。配電システム２０２は変電所
２０４Ａおよび２０４Ｂに結合して、発電所３０２から受けた電力をＩＴ設備に配電して
よい。
【００２２】
　図３は、本開示の１つの実施の形態に係る、データセンタと熱電併給（ＣＨＰ）工場と
を共同設置したシステム３００を示すブロック図である。発電所３０２は冷水３０４Ａお
よび３０４Ｂをデータセンタ３１２に与えてよい。２つの冗長な給水３０４Ａおよび３０
４Ｂを示しているが、追加の冷水をデータセンタ３１２に与えてよい。また発電所３０２
は電気サービス３０６Ａおよび３０６Ｂをデータセンタ３１２に供給してよい。２つの電
気サービス接続３０６Ａおよび３０６Ｂを示しているが、追加の電気サービス接続をデー
タセンタ３１２に与えてよい。更に発電所３０２は、加熱、加湿、および／または他の電
気機械的生成のための蒸気接続３０８をデータセンタ３１２に与えてよい。また発電所３
０２は、加熱および／または他の電気機械的生成のための蒸気接続３４２および電気接続
３４４を第三者需要者に与えてよい。１つの実施の形態では、接続３４４は、電力グリッ
ドに接続する必要のない近くの他の消費者に電力を売るための出力を与えてよい。
【００２３】
　発電所３０２の排気ガス流３４２を用いて十分の量および圧力の蒸気を生成して、追加
の発電を行い、またはプロセス用に、または第三者需要者の快適な加熱に用いてよい。追
加の電気や冷水を直接生産するのに用いない残りの熱は、ボイラやその他の小さな加熱負
荷の予熱に用いてよい。高密度のデータセンタの冷却要求が大きくて安定しているために
、このシステムの全効率は７５％以上もあってよい。
【００２４】
　発電所３０２は、冗長なかつ同時に保全可能な構成を持つ、タービンおよびエンジン発
電機の組み合わせとして実現される多数の天然ガス発電ユニット、電力調整装置（ＰＣＤ
）、蒸気または熱水の生成ユニットとして実現される熱回収ボイラ、蒸気タービン発電機
、および／または吸収冷却機を含んでよい。
【００２５】
　発電所３０２とデータセンタ３１２は、データセンタ３１２と発電所３０２の出力との
間に密に結合した設備を持つ単一組立体でよい。補助的な電力および冷却の生成を最適化
して廃熱を有効に利用し、また専用の制御方式を用いて電力および冷却の最適制御を行っ
てよい。
【００２６】
　発電所３０２は第１の天然ガス源３２２および第２の天然ガス源３２４により燃料源に
結合してよい。２つの天然ガス源３２２および３２４は独立の天然ガス基地に結合して、
連続した天然ガスの可用性を高めてよい。発電所３０２はまた、電力の授受のための、地
元の電力グリッドへの接続３２６を含んでよい。天然ガスは、供給が乱れたときでも全負
荷能力を提供することのできる、異なる経路のサービスから供給してよい。ここでは天然
ガス源と述べたが、天然ガス以外にまたは追加して、プロパン、メタン、ガソリン、およ
び／またはディーゼルなどの他の燃料源を与えてよい。同様に、発電所３０２への給水は
２つの源３２８および３３０を通して供給してよい。これらは異なる経路の源（発電所３
０２の近くの自己充足型の井戸を含んでよい）からの２つの独立した接続でよい。
【００２７】
　１つの実施の形態では、現地３００への唯一のエネルギー入力は二重の異なる天然ガス
サービス３２２および３２４を含んでよい。接続３２６は他の顧客に電力を売るための、
また発生電力と同期する源を与えるための出力を与えてよい。接続３２６は電力グリッド
の自力起動機能、ＶＲＡ、電圧強化、または容量増加を与えてよい。計測システムを接続
３２６または接続３４４に結合して、他の顧客に提供した電力または地元の電力グリッド
に提供した電力を測定してよい。
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【００２８】
　また、発電所３０２はＣＯ２出力３４６を与えてよい。１つの実施の形態では、接続３
４６は排気ガス流から放出されるＣＯ２を集めて純化するための出力を与え、また工業お
よび食品応用のための高品質のＣＯ２ガスを生成してよい。
　１つの実施の形態では、データセンタ３１２は低品位熱のための接続３４８を与えてよ
い。低品位熱は、温室、アクアポニックス（ａｑｕａｐｏｎｉｃｓ）、および／または水
栽培（ｈｙｄｒｏｐｏｎｉｃｓ）応用などの第三者需要者に与えてまたは売ってよい。
【００２９】
　図４は、本開示の１つの実施の形態に係る、冗長に発電するＮ個の天然ガスタービンお
よびＭ個のエンジンの構成を示すブロック図である。発電所４１０はＮ個のタービン４１
２およびＭ個のエンジン４２２を含んでよい。タービン４１２およびエンジン４２２は電
力バス４３２および４３４に電力を与えてよい。またタービン４１２およびエンジン４２
２は、ボイラなどの１個以上の熱回収ユニット４４２に排気出力を与えてよい。熱回収ユ
ニットは１個以上の吸収冷却機４４８を駆動するための、および／または１個以上の蒸気
タービン４５０を駆動して電力バス４３２および４３４のための追加の発電を行うための
蒸気を生成してよい。１つの実施の形態では、熱回収ユニット４４２は吸収冷却機４４８
と一体化してよい。
【００３０】
　エンジン４２２はタービン４１２よりも負荷の変化に一層早く反応してよい。各エンジ
ン４２２は１つ置きの電力バス４３２と４３４に配電して、一方のバスの故障が他方のバ
スに影響を与えないようにしてよい。タービン４１２およびエンジン４２２からの排気ガ
ス流からの熱は蒸気と熱水の形で回収してよい。蒸気は高圧で生成されて、タービン４４
６などで追加の発電を行ってよい。タービン４１２およびエンジンの排気からの熱は回収
して吸収冷却機４４８に送り、冷水を作ってよい。更に、残りの放出ガス流から熱水を取
り出し、回収してボイラの給水を予熱しまたは部屋の加熱に用いてよい。
【００３１】
　発電所４１０はデータセンタに種々の電気サービスを提供する。多重エンジン４２２を
多重バス４３２および４３４で結合することにより、１つの経路が使えなくなったときに
は別の経路を用いるという冗長で弾力的な構成を可能にしてよい。配電バス４３２および
４３４は最小限のサージ抑制および電力調整設備を含み、バスの電圧および周波数の変化
を支援してよい。発電量がデータセンタの消費量を超えるときは、発電所４１０は過剰の
電力を地元の電力グリッドに与える機能を有してよい。１つの実施の形態では、蒸気ター
ビンの中間段階から蒸気を取り出してデータセンタに最小の加湿を与えてよく、またデー
タセンタの実負荷に応じて、蒸気を追加の需要者に与えてよい。
【００３２】
　機械工場は二重バス構成で構成された吸収冷却機と遠心冷却機の組み合わせを含んでよ
い。追加の冷却負荷が必要なとき、また冷却負荷の変化に迅速に応答するときには、電動
式遠心冷却機（図示せず）を吸収冷却機４４８に追加してよい。冬季および中間期（ｓｈ
ｏｕｌｄｅｒ　ｐｅｒｉｏｄ）などのデータセンタの冷却負荷が低い期間中は、蒸気およ
び熱水を地元のデータセンタ以外の使用者に提供してよい。冷却工場の全負荷運転時間が
少なくまた湿度レベルが許容範囲内にある気候のときは、冷却機負荷を冷媒システムに置
き換えてよい。
【００３３】
　データセンタは多数のモジュールで構築するモジュラ－構成で構成してよい。図５は、
本開示の１つの実施の形態に係る、データセンタのモジュールの冷却を示すブロック図で
ある。各モジュール５０２は、ポッド５０４Ａおよび５０４Ｂなどの多数の小さな容器で
構成してよい。或る実施の形態では、１つのモジュール内に１６個のポッドがあってよい
。特定のクライアントの要求に従って、ポッド５０４Ａおよび５０４Ｂはそれぞれ異なる
電力密度および冷却レベルで運転してよい。ポッド５０４Ａおよび５０４Ｂは、ネットワ
ーク設備、ルータ、スイッチ、記憶ノード、および／またはサーバなどのＩＴ設備を含ん
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気条件に基づいてデータセンタ内にダクトで導入してよい。図５の実施の形態では、ポッ
ド５０４Ａおよび５０４Ｂは、エアハンドラ（ａｉｒ　ｈａｎｄｌｅｒｓ）（すなわち、
熱交換機５２２Ａおよび５２２Ｂ）にそれぞれ結合する冗長な冷水接続５１２および５１
４を通して冷却してよい。冷水接続５１２および５１４は供給路５１２Ａおよび５１４Ａ
と帰還路５１２Ｂおよび５１４Ｂの両方をそれぞれ含んでよい。
【００３４】
　図示していないが、１つの実施の形態では、ポッド５０４Ａおよび５０４ＢはＤＸまた
は同様の非水冷却システムを用いて冷却することにより、特定の設備の要求に従って追加
の電力および熱を生成することができる。
【００３５】
　電気サービスは、図５で冷水を用いると述べたポッドシステムで配電してもよい。図６
は、本開示の１つの実施の形態に係る、各ポッドでの配電を示すブロック図である。冗長
な電力バス６１２および６１４は、冗長で独立した電力源を各ポッド５０４Ａおよび５０
４Ｂ内のＩＴ設備に与えてよい。ポッド５０４Ａおよび５０４Ｂ内では、ＩＴ設備は、バ
ス６１２および６１４への接続を含むラック（ラック６２２など）上に設置してよい。
【００３６】
　本開示およびその利点の一部を詳細に説明したが、添付のクレームにより定義する本開
示の精神および範囲から逸れずに種々の変更、代替、および修正を行ってよいことを理解
すべきである。更に、本出願の範囲はこの明細書に記述したプロセス、機械、製造、物質
の成分、手段、方法、およびステップの特定の実施の形態に限定されるものではない。当
業者が本発明から容易に認識するように、ここに述べた対応する実施の形態と実質的に同
じ機能を実行しまたは実質的に同じ結果を達成する、現存しまたは今後開発される開示、
機械、製造、物質の成分、手段、方法、およびステップは、本開示に従って用いてよい。
したがって、添付のクレームはかかるプロセス、機械、製造、物質の成分、手段、方法、
およびステップをその範囲内に含むものである。



(10) JP 2015-528266 A 2015.9.24

【図１】



(11) JP 2015-528266 A 2015.9.24

【図２】



(12) JP 2015-528266 A 2015.9.24

【図３】



(13) JP 2015-528266 A 2015.9.24

【図４】



(14) JP 2015-528266 A 2015.9.24

【図５】



(15) JP 2015-528266 A 2015.9.24

【図６】



(16) JP 2015-528266 A 2015.9.24

10

20

30

40

【国際調査報告】



(17) JP 2015-528266 A 2015.9.24

フロントページの続き

(81)指定国　　　　  AP(BW,GH,GM,KE,LR,LS,MW,MZ,NA,RW,SD,SL,SZ,TZ,UG,ZM,ZW),EA(AM,AZ,BY,KG,KZ,RU,TJ,T
M),EP(AL,AT,BE,BG,CH,CY,CZ,DE,DK,EE,ES,FI,FR,GB,GR,HR,HU,IE,IS,IT,LT,LU,LV,MC,MK,MT,NL,NO,PL,PT,RO,R
S,SE,SI,SK,SM,TR),OA(BF,BJ,CF,CG,CI,CM,GA,GN,GQ,GW,KM,ML,MR,NE,SN,TD,TG),AE,AG,AL,AM,AO,AT,AU,AZ,BA,
BB,BG,BH,BN,BR,BW,BY,BZ,CA,CH,CL,CN,CO,CR,CU,CZ,DE,DK,DM,DO,DZ,EC,EE,EG,ES,FI,GB,GD,GE,GH,GM,GT,HN,H
R,HU,ID,IL,IN,IS,JP,KE,KG,KN,KP,KR,KZ,LA,LC,LK,LR,LS,LT,LU,LY,MA,MD,ME,MG,MK,MN,MW,MX,MY,MZ,NA,NG,NI
,NO,NZ,OM,PA,PE,PG,PH,PL,PT,QA,RO,RS,RU,RW,SC,SD,SE,SG,SK,SL,SM,ST,SV,SY,TH,TJ,TM,TN,TR,TT,TZ,UA,UG,
US,UZ,VC


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	search-report
	overflow

